
 
 

核廃絶「ICAN」にノーベル平和賞（10／6） ★★ 問われる被爆国の姿勢 ★★ 
 

核兵器禁止条約の制定に大きな役割を果たした「核兵器廃絶国際キャンペーン」（ＩＣＡＮ）へのノー

ベル平和賞の受賞が決定しました。日本政府は同条約に署名しておらず、唯一の戦争被爆国として、そ

の姿勢を改めて問われることになりました。政府高官は６日夜、「これに関してはコメントできない。受

賞して良かったとは言えない」と平和賞受賞に言葉を濁し、安倍晋三首相による祝福の談話が出ること

もありませんでした。 
 

第１２回市議会定例会終わる  
９月７日（木）～９月１５日（金） 

 

 核兵器禁止条約の制定交渉へ不参加  
 

9 月 11 日（月）の一般質問では「核兵器禁止条約」につ

いて質問しました。 

核兵器廃絶に向けては、広島・長崎の被爆者が訴える「核

兵器廃絶国際署名」が世界で数億を目標には広まっています。

昨年１２月の国連総会では、核兵器禁止条約の締結交渉を開

始する決議を圧倒的多数で採択し、本年 7 月 7 日の交渉会議

で「核兵器禁止条約」を賛成多数で採択しました。核兵器の

ない世界を目指し、核兵器の使用や開発、実験、生産、製造、保有などを禁止する内容です。一方で、

交渉には核保有国や米国の「核の傘」に依存する日本などの同盟国は不参加となりました。 

苫小牧市は、道内で唯一、非核平和に特化した条例である「苫小牧市非核平和都市条例」を平成１４

年に制定しています。今回の政府の対応について市長の見解を求めました。 

岩倉市長は「日本は核保有国と非保有国の協力の下に、現実的・実践的な取り組みを積み重ね、核の

無い世界を目指していく」また「核兵器国と非核兵器国の対立の深刻な状況を一層悪化させてはならな

いことから参加しなかった」と政府の考え方を擁護しましたが、「国民にとっては理解しづらい部分もあ

るとして、丁寧に説明していただきたい」との見解も示しました。 

 

 

 
 
 
今年５月、市長公約の進捗率が平均で 81.2％と非常に高い数値で公

表されました。しかし、この評価は、市内部の自己評価であり、市民の

実感とはかけ離れたものになっています。例えば「中心市街地活性化計

画を推進します」では、駅前バスターミナルの老朽化に対応し、新たな

駅前交通広場の構築に着手したというだけで８０％の評価としていま

すが、駅前周辺は、再開発のビジョンも示されずバスターミナルの閉鎖

だけが先行し、今もなお不便な街になっているのが現実です。 

また、進捗率の低い公約では「市営住宅の新たな再配置や改修計画」

が４０％、「老朽化した消防署日新出張所の建替計画」が５０％となっ

ていることから今後の取り組みについて質問しました。「苫小牧市営住宅整備計画」は、本年１２月に計

画案をまとめ、パブリックコメントや住民説明会を経て来年３月に完成することが示されました。また、
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市長公約の進捗率は８１％と高いが？ 

進まぬ駅周辺再開発や防災拠点整備 



「消防署日新出張所の建て替え計画」は来

年秋頃から現地を解体し、平成３２年３月

に完成する予定であることを示しました

が、事実上この地域が空白となることが明

らかになりました。 
消防庁舎の建て替えは「建て替えてから

解体」が基本で、「解体してから建て替え」

をした例は過去にありません。解体に１年、

建設に１年となれば、２年近く消防庁舎が

無くなり消防活動・救命活動に影響は出な

いのかをただしました。消防長は「日新地

区への影響を最小限にしなければならな

い。住民説明会を来年１月に開催する」と

述べるにとどめました。 
 

日新出張所、西の拠点に！ 
 

私は、これまで「新開町の新庁舎は、空

港、港湾、石油コンビナートなど特殊災害の拠点。日新出張所の建て替えは、樽前山の火山防災、津波

浸水対策など自然災害の拠点」として東西の拠点整備をするべきと訴えてきました。それについて、岩

倉市長は「任期中に具体的な方向を示す。これまでも消防力の強化に努めてきた。消防が説得力ある理

論を持って、財政交渉を進めるべき」と述べました。今後示される整備計画を注視していきます。 
 

  町内会は下請け組織ではない！   
 

町内会負担が多い・・・ 

要支援者避難支援計画 
 

平成２５年６月に災害対策基本法の一部が改正

され、高齢者、障がい者など災害発生時に避難等

の支援を要する人の名簿作成が義務付けられまし

た。この改正を受けて、市は「避難行動要支援者

避難支援計画（案）」を策定しています。避難支援

計画（案）は、行政が町内会に加入、未加入に関

わらず名簿を作成し町内会へ提供する内容です。 

一方、個人情報保護法が平成２７年９月に改正

され、本年５月３０日に施行されました。５千人

以下の町内会は、これまで個人情報保護法の適用

外でしたが、今回の改正で全ての町内会が法律の

適用となりました。 

私は「町内会に加入しない人の個人情報を渡さ

れても町内会では対応が難しい。まずは町内会加

入を促すべきである。また、受けた個人情報は、

個人情報保護法の罰則などの適用があり、守秘義

務と管理方法などで厳しいものがある」として市

の見解を求めました。市側は「本制度の推進に当

たっては、行政から丁寧な説明と町内会の協力が

欠かせないものである。名簿の紛失や情報の漏え

い等があった場合、（個人情報保護法の）罰則の対

象となることから名簿を取り扱う者を限定し、施

錠管理に努めていただく」としました。 

一般に自治会・町内会等の住民組織は、地域コ

ミュニティの役割を果たしていますが、行政の仕

事を「下請け」する組織ではないことを認識する

べきです。 

 

■ ■ ■ ■ ■ 決算審査特別委員会での質疑 ■ ■ ■ ■ ■ 
 

民間業者より低い・・・ 

「広報とまこまい」配布委託料 
 

広報とまこまいの配布業務について、市は民間

委託で経費を安くできると試算していましたが、

現実には町内会に年間１世帯１３６円、民間業者

には２５９円で委託している現状を指摘しました。 

 平成 25 年度から、委託先を選べるようにした

結果、町内会による配布は年々減少し、平成 29

年度には 86 町内会のうち・町内会（53％）が民

間委託しています。３年前と比較すると、年間約

２００万円のコスト増となっています。 

 市側は地域コミュニティの活性化も重視してお

り、今後、町内会や業者の話を聞いた上、委託料

を改めて検証するとしました。 

 
 

《熱血現場主義》小さなことでも身近な問題を地域から発信します！  

 


